綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付要綱
平成１６年３月２５日
綾部市告示第１６号
改正：平成１８年９月２２日

綾部市告示第９９号

改正：平成２０年３月３１日

綾部市告示第４１号

改正：平成２６年３月２７日

綾部市告示第３６号

改正：令和元年１０月２３日

綾部市告示第１９５号
（趣旨）

第１条　この要綱は、自主防災組織（災害から地域社会を守るため、自治会等住民が自発的に結成し運営する組織をいう。）の結成及び活動の支援を行うため、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。
　（補助対象組織）

第２条　補助金の交付対象となる組織は、自主防災組織として活動を開始し、又は現に活動を行っている組織とする。
　（補助対象経費）

第３条　補助金の交付対象となる経費は、防災資機材の購入及び組織の活動に必要な経費で市長が適当と認めたものとする。
　（補助金の額等）

第４条　補助金の額は、初回は補助対象経費の４分の３以内とし８０，０００円を、２回目以降は補助対象経費の２分の１以内とし３０，０００円を限度とする。この場合において、２回目以降の補助金は、前回の補助金の交付を受けた年度から起算して３年度以上経過しなければ受けることができない。

２　前項の規定により算定された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

　（交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする自主防災組織の代表者（次条において「代表者」という。）は、次に掲げる書類を添えて、綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

（１）自主防災組織の規約

（２）組織の構成を記載した書類

（３）活動計画書

（４）補助対象経費計算書

　（交付決定）

第６条　市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、交付の可否を決定し、綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により代表者に通知するものとする。
　
（変更等の届出）

第７条　補助金の交付決定を受けた後において、交付決定額に変更が生じた場合は、直ちに綾部市自主防災組織育成事業費補助金変更等承認申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第８条　補助金の交付決定を受けた自主防災組織の代表者は、第３条に規定する補助対象経費執行後速やかに綾部市自主防災組織育成事業費補助金実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（１）補助対象経費執行計算書

（２）補助対象経費の領収書の写し

（３）その他市長が必要と認める書類

　（交付決定の取消し等）

第９条　市長は、補助金の交付申請を行った自主防災組織が虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたときは、その決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。
　（その他）

第10条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

１　この告示は、平成１６年４月１日から施行する。
２　平成１６年度分の補助金の交付申請書の提出については、第５条の規定にかかわらず平成１６年１２月末日までとする。
　　　附　則

　この告示は、平成１８年９月２２日から施行し、改正後の綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成１８年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この告示は、平成２０年４月１日から施行する。

　　　附　則

　（施行期日）
１　この告示は、平成２６年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示の施行の際現に改正前の綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付要綱（以下「旧要綱」という。）第４条の規定により補助金の交付を受けた自主防災組織は、改正後の綾部市自主防災組織育成事業費補助金交付要綱（以下「新要綱」という。）第４条第１項の規定による初回の補助金の交付を受けることができない。
３　旧要綱第４条の規定により補助金の交付を受けた自主防災組織は、新要綱第４条第１項後段の規定にかかわらず、最後に補助金の交付を受けた年度の翌年度から新要綱第４条第１項に規定する２回目以降の補助金の交付を受けることができる。
附　則

　この告示は、令和元年１０月２３日から施行する。

